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E. 用語の操作的定義  





チーム (DMAT)、ボランティアナース、災害支援ナースなどである。  































第Ⅱ章 文献検討  
 
A. 災害とは  




国連国際防災戦略事務局 (The United Nations Office for Disaster Risk 
Reduction ; UNISDR)が 2009 年に出した災害リスク削減の専門用語集では、
災害を「被害を受けたコミュニティーや社会がもつ独自の資源だけでの対応能力
を超えた、広範囲にわたる人的、物的、環境的損失をもたらす社会の機能の重篤
な崩壊 (UNISDR,2009,p15)」と定義している  
保健医療分野における災害の定義を見てみると、世界保健機関 (World Health 
Organization ; WHO)は、先に示した UNISDR の災害の定義を掲載している。日
本の DMAT 標準テキストには「増大した医療需要に対し平時の医療レベルを維持
するための医療資源 (医療従事者、医薬品、資機材など )の供給が不足し、









































B. 災害時の医療体制  




体制は、a. 災害拠点病院、b. 医療搬送、c. DMAT、d. 広域災害医療情報システ
ム (EMIS)の４本柱となっている (日本集団災害医学会 ,2015)。  




医療体制の充実強化について」を発出し、整備が図られてきた。2017 年 12 月現





























































ーム (JMAT;Japan Medical Association Team)、国立病院機構や大学病院の医療
班、法人の派遣による医療班などがある。ここでは、日本の災害時の医療体制と
して、教育や派遣システムが整っており、被災地の病院の支援が活動目的の１つ




急性期に活動し、1 チームの活動期間は 48～72 時間であり、DMAT 全体では活
動期間が 1 週間を超える場合がある。東日本大震災時には、12 日間の活動期間で
あった (日本集団災害医学会 ,2015,p313)。  
DMAT の活動は、被災都道府県の指揮・統制下で行うことが基本となっている。






表  1 DMAT の活動  
1. 情報収集と EMIS での共有  
2. 本部活動  
3. 病院支援 (診療支援 ) 
4. 現場活動 (現場救護所、救助現場 ) 
5. 医療搬送 (地域・広域 ) 
6. SCU における医療支援  
7. 病院避難支援  
8. 保健・公衆衛生学的活動 (避難所支援など ) 
9. その他  
           出展：日本集団災害医学会 (2015),p31 
 















療を行っている (北村 ,2009)。東日本大震災では、岩手県の 8 病院、宮城県の 6 病
院、福島県の 3 病院、茨城県の 3 病院で、計 177 チームの DMAT が病院支援に
関わった (小井土 ,近藤 ,市原 ,小早川 ,辺見 ,2011)。ちなみに病院支援の対象となる病
院は、被災地の拠点病院とそれ以外の一般病院である。  
以上より、被災した病院が DMAT を活用するためには、派遣要請の方法を知っ
ておき、被災地病院での DMAT の活動について知っておく必要がある。  















は課題がある。小井戸 (n.d.)は、東日本大震災時に宮城県が EMIS 未導入であり、
他にも当時は 7 県が未導入であったこと、全病院のデータ登録がされていなかっ
たこと、などから全都道府県、全病院の導入を強く勧める必要があると言及して
いる。現在は全 47 都道府県が EMIS 導入済みであるが、病院の登録には差があ
るようである (病院の防災に備えて ,2016)。ゆえに、研究協力対象になる病院で
EMIS 導入の有無についてはわからないが、災害時の支援要請を発信する手
段の 1 つとして EMIS があること、それに加えて災害時は EMIS が使えな
いこともあることから、支援要請の手段を他にも知っておく必要がある。  



















に基づいて、支援対応区分を判定することになる (日本看護協会 ,n.d.a)。  
災害支援ナースの派遣の仕組みは、日本看護協会の「災害支援ナース派遣要領」















る。災害支援ナースの活動期間は、災害発生 3 日以降から 1 ヶ月を目安としてい
る。それぞれの災害支援ナースの派遣期間は、移動時間を含めた 3 泊 4 日となっ








図  1 災害支援ナース派遣の仕組み   
(公益社団法人日本看護協会 .(n.d.a) 看護実践情報  災害看護
http://www.nurse.or.jp/nursing/practice/saigai/index.html) 
 
災害支援ナースの派遣実績は、2004 年新潟中越地震時に約 1 ヶ月間 110 名 (の
べ 562 名 )の派遣 (小原 ,2010)、2007 年能登半島地震時は 71 人 (のべ 198 人 )、2007
年新潟県中越沖地震時 244 人 (のべ 719 人 )、2011 年東日本大震災時 938 人 (のべ
3770 人 )であった (日本看護協会 ,n.d.b.)。2011 年以降も、2012 年 7 月九州北部豪
雨、2013 年 7 月中国地方集中豪雨、平成 26 年 8 月豪雨でも、派遣人数は不明で
あるが、災害支援ナースを派遣している (日本看護協会 ,n.d.c)。さらに、2015 年 9
月に発生した平成 27 年 9 月関東・東北豪雨では、のべ 488 人を派遣、2016 年 4















2. 医療における災害対応  
a. 災害対応における基本原則 CSCATTT 
大規模災害時の対応では、CSCATTT アプローチが基本とされているが、これ
はイギリスの MIMMS(Major Incident Medical Management and Support)が提
唱する災害対応の原則である。MIMMS は、世界 60 か国以上で取り入れられて
おり、災害医療の世界的標準であり、日本でも災害医療活動で取り入れている (嶋
津 ,2009)。CSCATTT は、C:Command 指揮、S:Safety 安全、C:Communication 
情報伝達、A:Assessment 評価、T:Triage トリアージ、T:Treatment 治療、
T:Transport 搬送の頭文字を取ったものである。Hospital MIMMS 
(Simon,Kevin,2009,p15)では、「CSCA は対応の運営部分を意味し、TTT は提供
される医療支援を表わす」と説明されている。以下に、看護管理者が関わる対応
の運営部分である CSCA についての概略を述べる。  






図  2 病院調整チーム  







つの基幹的な役割、①上級看護師 (看護部長 )、②救急部上級看護師 (救急部看護師
長にあたる )、③ ITU 上級看護師 (ICU 看護師長にあたる )、④手術室上級看護師 (手
術室看護師長にあたる )、⑤病棟上級看護師 (病棟部門の副看護師長にあたると考

























図  3 看護組織の階層構造  





































































るという 1 つの手段が受援である、という位置づけとなる。  




高谷 (2011)は、災害を経験した看護部長の 10 名にインタビューを行い、看護
部長の災害時におけるマネジメント能力の検討を行った。インタビューで得られ





























































3. 発災時の日本の病院の災害対応状況  












1) 患者に対応した被災地病院の状況や種別  





研究協力機関の 545 病院のうち 49%の 261 病院が何らかの損傷を受けていた。
一部損壊は 43.8%の 236 病院、半壊は 4.3%の 23 病院、全壊は 0.9%の 6 病院で
あった。入院患者の移送状況と建物被害判定に関しては、半壊の病院 21 病院の
うち 5 病院 (23.8%)は移送しておらず、7 病院 (33.33%)が一部の患者を他院へ移送
していた。一部損壊病院の 117 病院 (50.43％ )は患者の移送をしておらず、他院へ
一部の患者を移送したのは 30 病院 (12.93%)であった。震災以降の 1 週間程度の
入院患者の受け入れに関して通常通りだった病院は、一部損壊の病院では、225
病院のうち 45病院 (20.0%)、半壊の病院が 16病院のうち 8病院 (50.0%)であった。
予定入院は制限し、災害患者の受け入れを行った病院は、一部損壊の病院では、
225 病院のうち 148 病院 (65.8%)、半壊の病院が 16 病院のうち 5 病院 (31.25%)で
あった。予定入院は中止し、災害患者に限ったのは、一部損壊の病院では、225
病院のうち 32 病院 (14.22%)、半壊の病院が 16 病院のうち 3 病院 (18.75%)であっ
た。他の被災病院の入院患者の受け入れを行った病院は、一部損壊の病院では、





















拠点病院では、5 病院のうち 2 病院 (40%)で、地域災害拠点病院は、37 病院のう
ち 24 病院 (64.86%)、指定なしの病院は、382 病院中 239 病院 (62.56%)であった。
震災以降 1 週間程度の入院患者の受け入れにおいて通常通りだった病院は、基幹
災害拠点病院では 5 病院のうち 2 病院 (40%)、地域災害拠点病院は 37 病院のうち
19 病院 (51.35%)、指定なしの病院は 382 病院中 285 病院 (74.6%)であった。予定
入院は制限し、災害患者の受け入れを行った病院は、基幹災害拠点病院では 5 病
院のうち 1 病院 (20%)、地域災害拠点病院は 37 病院のうち 8 病院 (21.62%)、指定
なしの病院では 382 病院中 51 病院 (13.3%)であった。予定入院は中止し、災害患
者に限ったのは、基幹災害拠点病院では 5 病院のうち 2 病院 (40%)で、地域災害
拠点病院は 37 病院のうち 8 病院 (21.62%)、指定なしの病院では、382 病院中 26
病院 (6.8%)であった。他の被災病院からの入院患者の受け入れを行った病院は、
基幹災害拠点病院では 5 病院のうち 4 病院 (80%)で、地域災害拠点病院は 37 病院































































1) 人員配置や人員確保に関する情報収集  
看護管理職は、看護職の安否や被災状況、出勤状況について病棟を巡回して確
認したり (三島 ,1995)、師長に確認させたり (原田 ,小畑 ,森本 ,2005)して、情報を収









2) 医療や看護提供のための人員配置や体制作り  
看護管理者は収集した情報に基づき、災害へ対応するため、院内の看護職の人
員配置を行っている。例えば、診療や看護が提供できるように、救急外来や救命
センターに看護師を配置したり (新道 ,1995;三島 ,1995;山根 1995)、院内で人員不
足の部署に手術部から応援を派遣 (石井 ,後藤 ,門間 ,川原 ,2012)したりしている。ま
た、災害後に設置された内服薬処方外来に、説明班・トリアージ班・案内班を配
置したり (坂元 ,2012)、帰宅できない退院者の巡回のために人員を配置したり (石





ーダーを決めたり (原田 ,小畑 ,森本 ,2005)し、災害対応への体制を整えている。さ







3) 看護師が勤務できる環境の整備  
看護管理職は、看護師が勤務できるように、食事や宿泊場所、保清のための物
品を確保するなど、生活環境を整えることにも尽力している。食事に関しては、
食事を確保したり (俵積田 ,1995)、炊き出しをおこなったり (新道 ,1995;坂元 ,2012)、
職員のために食堂を開設したり (新道 ,1995)して、職員に食事が提供されるように
している。宿泊場所に関しては、院内に宿泊場所を開設 (新道 ,1995 ;坂元 ,2012)






谷 ,2011)や、子連れ出勤の看護師のための保育についても検討している (石井 ,後藤 ,
門間 ,川原 ,2012)。  
以上のように、看護師が勤務できるように生活環境を整えることや、通勤手段
を確保することも、看護管理職が行っている。  




年次休暇を取得させ、疲労が軽減できるようにしたり (坂元 ,2012)、2 週間に 1 回
3 日続けて休める日や、土日の連休を 2 週間に 1 回取れるような勤務体制を組ん
だりしている (金ら ,2011)。  精神的側面に関しては、こころのケアを受ける機会
を設けたり (柳生 ,1995;高橋晶子 ,2011:金ら ,2011)、師長と面談する機会を作った





















時間の間に 1000 名近くの患者が押し寄せ、入院患者 285 名を受け入れており、
400 床でベッド稼働率 90%以上だったにも関わらず、収容人数の限界を超えた人
数の患者を受け入れていたことになる (内藤 ,1996)。また岩切ら (1999)が阪神淡路







日 779 名、3 日目 1251 名であり、平常時は 1 日約 60 名であるため、3 日目は 20
倍近くの救急患者を受け入れたことになる。その後さらに発災から 4 日目は 700
名、5 日目 617 名、6 日目 316 名、7 日目 176 名と救急患者数がなかなか減らな
いという状況であった (石井正 ,2012)。他にも、東日本大震災の被災地の病院では、
石巻赤十字病院のように 20 倍ではないが、発災から 1 日～20 日の間に通常の 2
倍～10 倍という患者を受け入れた病院もいくつかあったことが報告されている
(高橋洋子 ,2011;小野寺 ,2014;隅本 ,2011;坂総合病院東日本大震災災害医療活動振






2. 被災地病院での看護師の不足  






阪神・淡路大震災復興本部保健環境部医務課 (1995)が被災 10 市 10 町内の病院
2027 病院を対象に行なった調査結果によると、阪神淡路大震災当日の病院看護師
の出勤状況は、回答した 163 病院で 44.2%であった。震災から 7 日間の看護師の
不足状況をみると、震災当日は 1180 人の不足であったと報告している。その後 7
日間、2 日目 959 人、3 日目 792 人、4 日目 733 人、5 日目 566 人、6 日目 471
人、7 日目 463 人が不足であり、不足人数は減っているが、発災から 7 日目にお
いても、463 人も不足していた状況であった。さらに阪神淡路大震災時において、
看護職の出勤状況が病院単位で報告されている結果をみてみると、柳生 (1995)の
報告では、甲南病院の震災当日看護職員の出勤状況は約 79％、震災 2 日目は約
88%、3 日目約 84%、4 日目 82%、5 日目は土曜日で休日出勤者が 99 名のところ
141 名出勤しており約 142%、6 日目の日曜日は約 143%であり、7 日目は約 55%
であった、と報告している。三島 (1995)によると、神戸赤十字病院の震災当日は
54%の看護師が出勤しており、1 週間で 100%となったと報告されている。神戸協
同病院の総婦長山根 (1995)は、震災当日は 55%、2 日目約 74%、3 日目約 81%、4
日目 91%、5 日目 112%、6 日目 173％、7 日目 94%であったと述べている。  
一方東日本大震災時は、菊池 (2011)によると、発災当日夜勤予定者は 12 名であ





震災後 3 日間ほどは、看護師約 330 人のうち 60 人前後もの職員が通勤できず、
限られた人数の中、看護師はフル稼働で働いていた (斎藤 ,2011)。また、交通経路
が遮断されることにより出勤できない者がおり、勤務形態を 2 交代に変更せざる
を得ないほど、人員が不足していた (熊谷 ,2011)という報告もある。  
以上のように、過去の災害では発災から 1 週間程度の期間、看護師が不足して
おり、勤務している看護師がフル稼働で対応している。この 1 週間の間にフル稼









津波の被害は免れ、病院機能が保てた被災地の病院の ICU では、発災から 3
日目までは、2 チームで 2 交代制とし、12 時間休息の後勤務をするという体制と
していた。4 日目以降は、3 チームで 2 交代制となり、24 時間休息後に勤務する
という体制にしていた。この体制は約 1 か月半後まで続き、その間勤務希望を受




































4. 被災による看護職の生活環境の不安定化  
被災地病院の看護職には家族や親族を失くしていたり、住居を失っていたり、
と看護職者自身も被災をし、厳しい環境の中に置かれていることが分かっている。 





護部長の熊谷 (2011)は、家族が死亡した者が 10 人、行方不明が 14 人 (3 月 11 日
当時 )と報告しており、石巻赤十字病院の金ら (2011)は、看護師 788 名の内、2 親












屋のうち、全半壊 100 棟、浸水 7 棟であったと延べている。金ら (2011)が看護部
長を務める石巻赤十字病院の看護職員 788 名のうち、家屋全壊した者が 118 人、


























2016 年に発生した平成 28 年熊本地震においても、避難所から出勤している看
護職が 82 施設 計 230 名 (最大 25 名 /施設 )いると、熊本県看護協会の平成 28 年
熊本地震会員施設の被災状況調査結果、平成 28 年 5 月 13 日、平成 28 年 6 月 6












a. 被災により看護職が抱える葛藤やストレス  




































D. 支援要請と支援の受け入れ   
1. 支援要請  















要請に至るまでは、自分たちでなんとかしなければならない (南ら ,1996;千葉 , 佃 , 















































b. 援助関係において支援を受ける側が置かれる状況  






























































レベル 2 が近隣支援対応で、被災地とその近隣県での対応、レベル 3 は広域支援
対応で、全国の看護協会から派遣をするレベルとなる。派遣手順では、被災地外












2. 受援・受援力  















































2) 受援力の用いられ方  
受援力という言葉は新語であり、東日本大震災以後に、特に行政分野での支援
の反省と今後の課題について報告される際に使用されたことから使われはじめ、









a) 行政組織の受援力の用いられ方  
受援力は、防災分野、特に行政における災害への備えに関する記載で用いられ
ていることが多い。2011 年の東日本大震災以降に多く用いられ始めており、20
件の文献のうち 17 件が 2012 年以降のものである。受援力が用いられ始めた理由
は、東日本大震災時にボランティアや職員派遣の受け入れ体制が整わず、支援の
申し出を断った例や、自治体間の支援で派遣されてきた職員に業務の依頼などが
できず、活用できなかった反省があったことにある (神谷 ,桜井 ,2013)。2012 年以


















b) 地域社会の受援力の用いられ方  
17 件の文献のうち 3 件は、地域社会の支援の受け入れがテーマとなっており、
その中で受援力を「災害時にボランティアや支援を受け入れる力」 (室崎 , 2012)、








































































































































































を科学研究費助成事業にて平成 23 年から平成 25 年にわたって実施した。この研
究で明らかにした要因が病院看護管理職の受援力の定義、また教育内容の参考と
なるため、研究内容を下記に記載する。  
a) 研究テーマ  
災害時の外部支援受け入れに関連する要因についての研究  
b) 研究方法  
データ収集はインタビューによって行い、その内容を分析し、支援受け入れに
関連する要因をまとめた。データ収集期間は、平成 25 年 1 月から 12 月であった。  
c) 結果  





療養病棟を持つ病院であった。病床数は 154 床から 489 床であった。  
(2) 外部の看護師が派遣されてきた時期、派遣元、派遣の経緯  













(c) 外部の看護師の派遣の経緯  



































































































以上に挙げた 7 つの要因のうち以下の 2 つの要因、 (a) 看護管理職が尋常では
ないことが起こっていると思った、(b) 被災した病院で医療の提供を続けていた、
については、支援を受け入れるに先立って起こっている事象であると考えられる。













外部の看護師の休息 /宿泊場所の確保、 (b)外部の看護師の対応者の設置、 (c)外部
の看護師と勤務に関する調整、(d)外部の看護師が被災地病院で活動しやすくなる
工夫、 (e)その他であった。その詳細を、以下に記載する。  




ったことから、病院内に休息 /宿泊場所を確保していた。  



















































































避難の決定が病院の責任者 (病院長や病院管理者 )であり (日本集団災害医学

























































































されるもの  1) 良い影響 (p49)に後述する。  












図  4 自然災害における発災時の病院看護管理職の受援力  
 






a) 外部の看護師が必要とわかることの要素  
(1) 起こっている現状が災害であると判断できること  
これは、東日本大震災時に支援を受け入れた看護管理職が「尋常ではないこと
が起こっている」と感じていたことや、p52 の E. 緊急時の情報処理に示すよう
に「 ”事態をどう見るか ”という人間側の判断が行動を規定」 (池田 ,1986,p91)して










(2) 起こっている現状についての情報を収集すること。  
起こっている現状が災害であるとわかるために情報は必要であり、また災害対








ある事項であり、外部の看護師を必要とわかるための 1 つの要素であると言える。 
(3) 得られた情報をアセスメントし、今後を予期して、外部の看護師の必要性
を判断する  




繋がると考える。また、「今後を予期すること」に関しては、後述する p52 の  E. 
緊急時の情報処理に示すが、予期することが行う対応に焦点化することに繋がり、
人は焦点化された対応へと動いていくことになるためである。  




素の 1 つであると考える。  





b) 外部の看護師の派遣を要請すること  
上記 a) 外部の看護師が必要とわかること、ができたら、外部に対して外部の
看護師を必要、と伝えることが必要である。「外部の看護師の派遣を要請すること」
は、 (1) 要請する手段を確保すること、 (2) 外部の看護師の派遣を要請する先を
選択できること、 (3) 必要な支援を伝えること、で構成されていると考える。  
























c) 外部の看護師を活用すること  
ここでは、 (1) 外部の看護師が活動できる体制を整備すること、 (2) 外部の看
護師を自分の病院内に配置すること、がある。  













































d. 支援要請に至るまでの看護師や看護管理者の心理状況  














































e. 支援受け入れにより引き起こされるもの  
1) 良い影響  




(1) 日常生活ケアなどの看護が提供される  
熊谷 (2011)は、手薄になった清潔ケアを支援にきた看護師が行ってくれた、と
報告している。  



















師は心身を休めることができたと報告されている (平澤 ,2011, 熊谷 ,2011)。  




(3) 看護職自身の被災への対応を行なうことができる。  
支援が来ることにより、被災した看護職は損壊した自宅を片付けることや、家
族の安否確認をするための時間を作ることができていた (熊谷 ,2011;上山ら ,2011)。 










(5) 被災地看護職が心の内を話す相手を得る  









2) 難点  







(1) 人員配置や役割分担の難しさがある  
当日でなければ、支援者の人数や経験がわからないため、配置が難しいこと (柳
生 ,1996)や、多くの支援者から「何をしたらいいのか」と聞かれ、役割分担が大
変だったと述べている被災地の看護職もいた (酒井 , 2003)。  




































E. 緊急時の情報処理  

























動に移っていくには、「変更を行うシナリオ (因果関係 )が描き出せ (行為予期でき )、
























































図  5 状況予期、行為予期、可能予期と状況の再定義の関連図  
 



























1. e-learning を用いた防災教育  
飯塚 ,外井 ,末松 ,梶田 (2007)は、防災教育の実態と防災教育を e-learning で行う
ことへの期待について、大学 68 校と企業 58 社に調査を行った。そこで、約 8 割
が e-learning を是非試してみたい、試すかもしれない、と回答しており、








機会を提供することが、e-learning でできることがわかる。  






a. e-learning による受講生の知識の向上について  
1) e-learning のみによる知識の向上について  






ストは e-learning 終了後に郵送し、1 週間以内に実施してもらっている。知識テ
ストの合計得点を対応のある t 検定を行い、事後テストが有意に上昇している。









問中 4 問で、有意に正答率が上がっており、10 問中 5 問は正答率が上昇していた。  
2) e-learning と対面型教育の比較による知識の向上について  
Horiuchi,Yaju,Koyo,Sakyo,Nakayama(2009)の web-based learning と対面型
教育の RCT による検証では、教育後のテストの得点では、統計的有意差は見ら
れていない。しかし web-based learning だけを見ると、前後テストの得点で、教









b. e-learning の受講率 /修了率  
1) e-learning のみによる受講率 /修了率  
院内医療職員を対象に教育を行った川﨑ら (2012)は、e-learning の受講生が
1256 名でそのうち 879 名が修了しており、70％の修了率で高かったことを評価
している。原ら (2014)は、病棟に出向いた出張講義と e-learning の受講率におい
て、e-learning の受講率が高いことを示している。出張講義では、495 名中 248
名の出席で受講率が 50.1%であったが、e-learning では、545 名中 519 名で 95.2%
の受講率であったことを示している。  
2) e-learning と対面型教育の比較による受講率 /修了率  
対面型教育と web-based learning を RCT で効果検証を行った Horiuchi,et 
al.(2009)は、93 の研究対象者を 45 名の web-based learning グループと 48 名の




本研究では、多忙な看護管理者に 4 回の講義と 2 回の演習をすべて受講しても
らうことで、受援力向上を目指すことから、受講修了率の高い方法である
e-learning を用いることとした。  
c. 看護教育における e-learning の利便性について  
Heartfield,et al.(2013)は、500 名の実践看護師に対して、慢性疾患管理に関し












め、e-learning を用いることにする。また、使用する e-learning のシステムは、
利便性にあるように、途中で止め、後に再開できるようなシステムを使用するこ
ととする。  
d. e-learning を用いた医療職への災害対応・防災教育  
医師・看護師に対する災害対応関連の e-learning も開発され、その学習評価か
ら e-learning が有用と報告されている。大原 ,橘田 ,矢作 ,小山 ,目黒 (2008)は、
e-learning により、災害対応に関する「知識・技能・判断力」を向上させるため






















第Ⅲ章 研究方法  
 








1. 教育プログラムの開発が必要である背景  
発災後、災害に対応するために、被災地病院の看護管理職は、現状対応に集中
しており、在職している病院で起こっていることは、その病院で対応しなければ










や損失 (高木 ,1998)があり、支援を求める側が一段低い位置に置かれる (シャイ




































































プログラムで行う内容の関連を図 6 に示す。  



























4. 介入方法について  
前述のように看護教育の e-learning により、受講前後で知識に関する得点が向
上しており (加藤ら ,2015；川﨑ら (2012)、実際の業務でもミスが減っていること
(原ら ,2014)、受講率や修了率が高いこと (川﨑ら ,2012；Horiuchi,et al,2009)、時
間の融通が効きやすいこと (Hertfield M,et al,2013；Horiuchi,et al,2009)、リー
ダー的立場の回答者にとりわけ学習効果が高かったという報告 (大原ら ,2008)か
ら、e-learning の教育効果が高いことが示されてきた。このため、本研究では
e-learning によって知識提供を行うことを介入方法とした。  
a. 実施時間  
Hertfield M(2013)らによると、500 名の実践看護師の多くが、e-learning は 1
つのセクションに対して約 20 から 30 分が良いと回答している。Horiuchi,et al 






b. e-learning の提供方法について  






















た。講義や演習のページは、1 画面に 1 枚のスライドが入り、クリックすること
により、次の画面に移動していくように作成した。講義の 1 画面を示したのが、







     





図  8 マイルームのページ  
 
    





図  10 講義画面の一例  
 
 






図  12 正解のページ  










ため、第 3 章研究方法 2.自然災害時における病院看護管理職の受援力を高める教




































































































































































































表  3 講義、演習資料の言葉、表現、表記の指摘とその修正  

















指摘内容  原文  修正文  
適切な言葉や表現とし
て指摘されたもの  
お葬式をする   葬式をする  
聴講  受講  
お願い   依頼  




等    など  
繰りかえす  繰り返す  
一つ   １つ  
  



















(例：3/15,3 が現在のページ番号、15 がページの総数 )の記載があった方が良いと
のことから、追記した。誤字、脱字に関しても修正を行った。  





















況設定下で 3 つの質問があり、3 つ目の質問で、「上記の報告から」としていた文
章は、「上記 51)、52)」というように詳細を明記することにより質問内容をわか
りやすくした。また、回答する選択肢の選択数や選択基準を明記した方が良いと
の指摘から、「選択肢 1 つ」や「優先順位が高いものを 1 つ」を追記した。加え














1. 研究デザイン  
本研究は、教育プログラムを用いた介入研究であり、ランダム化比較試験で行
う仮説検証型研究である。  
2. 自然災害時における病院看護管理職の受援力を高める教育プログラム  
a. 教育目的  
自然災害時における病院看護管理職の受援に関する知識、受援の必要性を査定
する知識を獲得し、その知識の活用ができるようになる。  













・ 状況設定下で、外部の看護師を受け入れることによる効果がわかる  
c. 教育プログラムの構成  
本教育プログラムは、講義と演習の 2 部構成とした。すべての講義を受けた後
に演習を行ってもらう構成とした。  
講義は 4 つのテーマによって構成され、1 講義は 15-20 分とした。講義の詳細
な内容は、表 4 講義の概要に示す通りである。演習は、2 つの状況設定を行い、
その状況下での演習を行った。1 つの演習は、20 分前後とした。演習の詳細な内














表  4 講義内容の詳細  
  







①災害の定義がわかる  災害の定義  







































































































































表  5 演習内容の詳細  
 
3. 研究対象者の選定  
研究対象者は南海トラフ地震で、特に被害が大きいと予想され、南海トラフ地
震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法の第三条で指定されている南海
トラフ防災推進地域の市町村 1 都 2 府 26 県 707 市町村に所在する災害拠点病院
に指定されていない 200 床以上の病院の看護管理者と、首都直下地震対策特別措
置法第 3 条に基づき指定されている首都直下地震緊急対策区域の 1 都 9 県 309 市
区町村とした。看護管理者に含まれるのは、看護部長、総看護師長、副看護部長、
副総看護師長であり、病院の看護職に関する管理を担う者とした。  







ほか , 2008)である。このメタアナリシスは変量効果モデルによって、130 の文献
のデータ統合をおこなっており、インターネット利用の教育群と対照群、インタ
ーネット利用の教育群とそれ以外の手法の教育群の 2 つに大きく分け、さらにそ














































知識をアウトカムにした場合、126 の文献があり、統合効果量は 1.00 ( 95% CI : 
0.90 - 1.10 )であった。126 の文献のうち、研究デザインが 2 グループで、前後に
テストを行った場合の文献が 25 であり、その統合効果量は 0.88 ( 95% CI : 0.67 - 
1.08 )であった。研究デザインが本研究と同様であることから、0.88 の統合効果
量を採用し、サンプルサイズの算定に使用した。  
サンプルサイズを算定する際に必要な値として、他に有意水準 α と検出力 (1－
β)が必要となる。有意水準 α の標準値は 0.05、検出力 (1－β)の便宜的な標準値は
0.80 である (Polit & Beck, 2010, p509)ため、これらの数値を算定に利用した。2
群の母平均の差の検定で、有意水準 0.05、効果量 0.88、検出力 0.80 を達成する
ために必要なおよそのサンプルサイズの大きさは 25 であった (Polit&Beck, 
2010,p511)。これは各群に必要な標本の大きさのため、全体の標本の大きさは、
50 となった。途中脱落者がある可能性もあるため、脱落率を 50%とし、各群とも
50、全体の標本の大きさを 100 とした  
b. 研究対象者の選定方法  
南海トラフ防災推進地域の市町村 1 都 2 府 26 県 707 市町村と首都直下地震緊
急対策区域指定市区町村の 1 都 9 県 309 市区町村のうち南海トラフ防災推進地域
に指定されていない 216 市区町村に所在する災害拠点病院に指定されていない
200 床以上の病院の看護管理者を下記の手順で選定した。  
①  南海トラフ防災推進地域の 707市町村から、乱数表を用いてランダムに 100
市町村を選択した。  
②  100 市町村に所在する災害拠点病院に指定されていない 200 床以上の病院
の看護管理者に研究協力を依頼した。  
③  研究対象者の数が、100 名に満たなかった場合は、さらに 100 市町村をラ
ンダムに選択し、200 床以上の病院の看護管理者に協力依頼を行った。  
④  研究協力者が 100 名集まるまで、③の手順を繰り返した。  
⑤  ①～④の手順で 100 名集まらなかった場合は、首都直下地震緊急対策区域
指定市区町村の 1 都 9 県の 216 市町村から、乱数表を用いてランガムに 100
市町村を選択し、②～④の手順を繰り返した。  
上記②で、看護管理者に研究協力を依頼する方法は、本研究の趣旨を記載した
「研究協力のお願い」 (資料 2)、「同意書」 (資料 3)と「連絡先記載用紙」 (資料 4)







4. 実施方法  
a. 2 群への振り分け方法と連絡方法  
本研究は介入群 (講義を受けるグループ )と対照群 (講義を受けないグループ )の
2 群比較を行うため、研究協力者から送付されてきた返信封筒を開封する前に、
研究者がブロックランダム化を行い、介入群であれば看護管理者 A1 などの連番





記載用紙にある、名前、住所、email を介入群は資料 7、対照群は資料 8 の該当
する ID の欄に入力する手順とした。  
介入群への連絡は、e-learning システム運営会社が資料 9 の ID に e-learning
受講のために必要なユーザ ID とパスワードを振り分け、介入群の email アドレ
スに、ユーザ ID とパスワード、教育プログラムの web アドレスを記載した
e-learning の講義受講依頼のメール (資料 10)を送信した。資料 9 は、介入群の連
絡先記載用紙に書かれていた email アドレスのみをアルバイトが該当する ID 欄
に入力し、パスワードでロックした後、メールで e-learning システム運営会社に
送信したものである。対照群への連絡は、研究者が受講できないグループに振り
分けられたこと (資料 11)をメールで連絡した。email アドレスは、対照群の連絡
先記載用紙に書かれていた email アドレスのみを資料 12 にアルバイトがランダ
ムに入力して、パスワードでロックして研究者に送付したものだった。  
b. 介入群の研究参加  
質問紙の回答を送付し、ユーザ ID とパスワード、web アドレスを受け取っ
た介入群の研究協力者には、それぞれパソコン、タブレット、スマートフォン
から、web アドレスにアクセスし、受け取った ID とパスワードを入力し、講
義を受講してもらった。講義は 4 章あり、第 1 章から第 4 章の順番に受講して
もらった。第 1 章の最後に第 1 章の受講を終了することを確認するページがあ




受講期間は 2 週間とした。また、受講案内メールを送付して 1 週間後に、再度
受講を依頼するメールを送付した (資料 13)。4 章の講義の受講が修了したこと
を確認でき、受講期間の 2 週間を経た後、演習の web アドレスを送信した (資
料 14)。演習は 2 章あり、講義と同様に第 1 章の最後に受講終了を確認するペ
ージがあり、終わるを選択した後、第 2 章の受講ページに移動するという進め










に回答する質問紙の web ページアドレスを送付 (資料 17)し、質問紙 (資料 18)
に回答してもらった。また、質問紙回答依頼のメールを送付して約 3 日後に、
再度質問紙への回答を依頼するメールを送付した (資料 19)。研究参加の流れに
関しては図 14 に示した通りであった。  




質問紙への回答を依頼する手紙 (資料 21)と共に郵送されてきた 2 回目の質問紙
(資料 6,22)に回答してもらった。質問紙の郵送を知らせるメールの 3 日後に、
質問紙への回答を再度依頼するメール (資料 23)を受け取ってもらった。質問紙
に回答し返送してもらった後、講義、演習を受講できるよう、ユーザ ID とパ
スワードを振り分け (資料 24)、それらと教育プログラムの web アドレスがメー
ルで送付され (資料 25)、希望者には受講してもらった。研究参加の流れに関し
ては図 14 に示した通りであった。  
5. 自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める教育プログラムの効果
検証方法  






料 6,18)で収集するデータだった。  
b. データ収集手段  
データの収集手段は、研究者が作成した質問紙 (資料 6,16,18,22)と LMS におい
て研究者が閲覧できる部分の管理システムによって収集した。  
質問紙は、次の 2 つの質問紙を用いた。  
・研究協力者の属性に関する質問紙  
・受援力の知識と状況設定下における知識の使用に関する質問紙  






























ジへのアクセス許可の通知を受け取り、1 週間以内に 2 回目の回答 (資料 18)をし
てもらった。対照群には 1 回目の回答を返送した 4 週間後に質問紙 (資料 6,22)を
郵送で受け取り、回答した質問紙を返送してもらった。これらの行程について、
図 14 に示した通りであった。また介入群に関しては、e-learning の受講状況に
関するデータは LMS を管理する e-learning の会社に依頼し、必要なデータを抽
出してもらった。  







順は図 14 の通りであった。   
e. データの分析方法  




に用いた。なお、介入群が web 上で行った 2 回目の回答のうち、設問 50,51,55,59
は web 質問紙の問題構成上設けざるを得なかった設問であり、これら 4 問の回答
は分析データから除外した。統計解析には、IBM SPSS Statistics ver.22.0 を用










chi-square test あるいは、Fisher ’s exact test による独立性の検定を行った。さ
らに 2 群の基本属性の年齢、管理職経験年数、病床数は、unpaired student’s t-test
にて独立性の検定を行った。  
仮説 1 の検証においては、介入群の 1 回目と 2 回目の合計の平均値を求め、
paired t-test を用いて検定を行った。さらに、1 回目と 2 回目の正誤・多肢選択
問題部分の合計の平均値と状況設定問題の合計の平均値をそれぞれ求め、paired 
t-test を用いて検定を行った。  
仮説 2 の検証においては、介入群、対照群の 1 回目、2 回目の合計の平均値を
求め、unpaired student’s t-test を行った。さらに、両群の 1 回目と 2 回目の合
計得点の差の平均値を求め、unpaired student’s t-test を行った。また両群の 1
回目と 2 回目の質問紙の正誤・多肢選択問題部分の合計の差の平均値と状況設定
問題の合計の差の平均値をそれぞれ求め、unpaired student’s t-test を用いて検
定を行った。さらに、交絡因子の影響を排除するため、傾向スコアを算出し、質
問紙 1 回目と 2 回目の差を従属変数とし、独立変数に介入・非介入のダミー変数
と傾向スコアを入れて、重回帰分析を行った。傾向スコアは、介入群、対照群の







索するため、介入群の 1 回目、2 回目調査時の各問題の回答結果で符号検定を行
った。さらに 2 回目調査時の各問題の回答結果において、介入群、対照群の正解














































 研究データは、教育プログラムが掲載されている LMSによって管理された Web
ページで回収される。このため各研究協力者は、研究参加にあたって研究者に
email アドレスを伝え、そのアドレスは e-learning システムを運営する会社に伝
えることになる。ゆえに研究協力依頼書には、e-learning システムを運営する会







スワードでロックした USB メモリに保存し、USB メモリは、鍵のかかる場所で
保管することとする。e-learning システムを運営する会社にも同様の管理をして
もらうよう個人情報保護の契約に記載する。  
研究協力者が web ページにアクセスするためには ID とパスワードが必要であ
り、この ID とパスワードの振り分けは e-learning システムを運営する会社が行
う。このため、ID と研究協力者の email アドレスの結びつきは、e-learning シス
テムを運営する会社は知るところであるが、研究者は知り得ない。また e-learning

























第Ⅳ章 結果  
 
A. データ収集の概要  
1. データ収集期間  
データ収集期間は、平成 29 年 3 月 31 日から平成 29 年 9 月 16 日であった。  
2. 研究対象者数  
南海トラフ防災推進地域の市町村 1 都 2 府 26 県 707 市町村と、首都直下地震
緊急対策区域指定市区町村の 1 都 9 県 309 市区町村のうち南海トラフ防災推進地
域に指定されていない 216 市区町村に所在する災害拠点病院に指定されていない
200 床以上の病院の看護管理者が研究対象者であった。南海トラフ防災推進地域
の市町村 1 都 2 府 26 県 707 市町村にある災害拠点病院に指定されていない 200
床以上の病院は 894 病院あり、首都直下地震緊急対策区域指定市区町村の 1 都 9
県 309 市区町村のうち南海トラフ防災推進地域に指定されていない 216 市区町村
に所在する災害拠点病院に指定されていない 200 床以上の病院は 356 病院あり、
合計 1250 の病院を研究対象者とし、研究協力依頼書を郵送した。研究協力依頼
は、初めに南海トラフ防災推進地域の市町村 1 都 2 府 26 県 707 市町村から 100
市町村をランダムに選び、その市町村に所在する 200 床以上の病院に郵送をする
ことを繰り返し、9 回にわたって 894 病院に郵送を行った。その後、首都直下地
震緊急対策区域指定市区町村の 1 都 9 県 309 市区町村のうち南海トラフ防災推進
地域に指定されていない 216 市区町村から 100 市町村をランダムに選び、その市
町村に所在する 200 床以上の病院に郵送をすることを繰り返し、4 回にわたって
356 病院に郵送を行った。郵送数、返信数、返信率は表 6 に示した通りである。
研究協力を依頼した期間は、平成 29 年 3 月 17 日から平成 29 年 8 月 25 日であっ
た。  
3. 研究協力者数  
郵送した数が 1250、返信のあった数が 73 で、全体の返信率は 5.84%だった。
54 病院が南海トラフ防災推進地域に所在しており、そのうちの 1 病院の看護管理
者から他 2 名の参加申し出の連絡があり、その 2 名からも参加の返信があったた
め、返信数は 56 となり、返信率は 6.3%であった。首都直下地震緊急対策区域指
定市区町村にある病院からの返信数は 17 で、返信率は 4.5%であった。  
研究協力に同意した 73 名のうち 4 名は、初めに回答する質問紙が返送されて
来ておらず、再度質問紙を送付したが、そのうち 1 名の返送がなかった。このた
めこの 1 名を除いて、研究協力者は 72 名であった。そのうち 37 名が介入群に、
35 名が対照群に割りつけられ、介入群の 28 名が南海トラフ防災推進地域、9 名
が首都直下地震緊急対策区域の看護管理職で、対照群の 35 名のうち 28 名が南海
トラフ防災推進地域、7 名が首都直下地震緊急対策区域の看護管理職であった。
72 名のうち脱落した者は 19 名であり、脱落率は 26.3％、介入群では 12 名が脱
落し、脱落率 32.4％、対照群では 7 名が脱落し、脱落率 20％であった。脱落し
た介入群において、全く受講しなかった者が 3 名、講義の受講途中で脱落した者




講をしたが、2 回目の質問紙に回答しなかった者が 2 名であった。対照群は、2
回目の質問紙に回答をしなかった者 7 名が脱落となった。研究協力者の協力状況
については、図 15 に示した通りである。  
なお、2 回目の質問紙に回答した対照群には、e-learning を受講するための ID
と e-learning の web アドレスをメールにて伝えており、受講のため web アドレ
スにアクセスした者が 12 名であった。そのうち、講義、演習すべてを受講した
者が 2 名、講義の途中で受講をやめた者が 4 名、講義を受講した後演習を全く受
講しなかった者が 3 名、講義を受講し、演習の受講を途中でやめた者が 1 名、講
義を途中まで受講し、演習を修了した者が 1 名、講義、演習を途中まで受講した
者が 1 名であった。  
 
表  6 研究対象者への郵送数、研究対象者からの返信数、返信率  
南海トラフ防災推進地域  首都直下地震緊急対策区域指定市区町村  
送付回  病院数  返信数  返信率  送付回  病院数  返信数  返信率  
第 1 回  146 7 4.8  第 10 回  139 6 4.3  
第 2 回  169 7 4.1  第 11 回  75 4 5.3  
第 3 回  117 8 6.8  第 12 回  84 5 6.0  
第 4 回  54 5 9.3  第 13 回  58 2 3.4  
第 5 回  50 3 6.0          
第 6 回  57 3 5.3          
第 7 回  72 4 5.6          
第 8 回  103 9 8.7          
第 9 回  126 10 7.9          
























B. 研究協力者の概要  
研究協力者は 72 名で、介入群が 37 名、対照群が 35 名であった。介入群の 37
名のうち 12 名が脱落し、最終的には 25 名、対照群の 35 名のうち 7 名が脱落し、
最終的には 28 名であった。  
研究協力者の基本属性に関して、表 7 に示す。研究協力者は、女性 46 名、男
性 7 名であり、平均年齢は 52.92±5.68 歳であった。介入群、対照群の 2 群でみ
ると、介入群は女性 21 名 (84.0%)、男性 4 名 (16.0%)、対照群は女性 25 名、男性
3 名であり、平均年齢は、介入群が 52.88±6.124 歳、対照群が 52.96±5.392 歳で、
2 群間に統計的有意差は認められなかった。看護管理職としての役職は、介入群
が看護部長 11 名 (44.0%)、総看護師長 1 名 (4.0%)、副看護部長 8 名 (32.0%)で、そ
の他が 5 名 (20.0%)であり、対照群は、看護部長 12 名、総看護師長 1 名、副看護













看護管理職としての経験年数は、4 ヶ月～41 年で、平均 9.24±8.49 年であり、
介入群の経験年数は平均 9.16±6.574 年、対照群は平均 9.31±10.146 年で、2 群間
に統計的有意差は認められなかった。研究協力者が所属する病院の病床数の平均
は、357.06±157.26 床だった。介入群は 336±129.208 床、対照群は 375.86±178.928
床であり、2 群間に統計的有意差は認められなかった。なお、介入群の 1 病院、














険関係団体が 1、公益法人が 4、医療法人が 20、私立大学法人が 1、社会福祉法
人が 2、それ以外の法人が 3、その他が 2 であり、介入群のその他の詳細は企業
立であり、対照群は国立研究開発法人であり、2 群間で統計的有意差は認められ
なかった。救急指定病院あるいは救命救急センターがある病院は 20 病院、介入
群では 10 病院 (40.0%)、対照群は 10 病院 (35.7%)であり、2 群間に統計的有意差
は認められなかった。  
 
表  7 研究協力者の基本属性と検定結果  
    介入群  n=25 対照群  n=28 群間比較  
    平均又は人数 (%) 平均又は人数 (%) t 値  χ² p 値  
年齢    52.88±6.124 52.96±5.392 -0.056   0.95*1  
性別  
女性  21(84.0) 25(89.3) 
 
0.322 0.69*2 
男性  4(16.0) 3(10.79       
看護管理職
の役職  
看護部長  11(44.0) 12(42.9) 
 
0.6 0.92*2 
総看護師長  1(4.0) 1(3.6) 
   
副看護部長  8(32.0) 9(32.1) 
   
その他  5(17.9) 3(10.7) 
   




平均年数  9.16±6.574 9.31±10.146 -0.061 
 
0.95*1  
1 年未満  1(4.0) 0 
 
12.45 0.23*2 
1 年  1(4.0) 4(14.3) 
   
2 年  1(4.0) 5(17.9) 
   
3 年  2(8.0) 0 
   
4 年  3(12.0) 3(10.7) 
   
5 年  2(8.0) 2(7.1) 
   
6 年  1(4.0) 0 
   
7 年  1(4.0) 1(3.6) 
   
8 年  0 1(3.6) 
   
10 年  3(12.0) 0 
   
10 年以上  10(40.0) 10(35.7) 
   
無回答  0 2(7.1)       
所属病院の
病床数  
平均床数  336±129.208 375.86±178.928 -0.92 
 
0.36*1  
200 床以下  0 3(10.7) 
 
11.54 0.09*2 
200～299 床  11(44.0) 8(28.6) 
  
300～399 床  9(36.0) 6(41.4) 
  
400～499 床  3(12.0) 7(25.0) 
  
500～599 床  0 2(7.1) 
  





    介入群  n=25 対照群  n=28 群間比較  
    平均又は人数 (%) 平均又は人数 (%) χ² p 値  
病床数  
700～799 床  0 1(3.6) 
  
900～999 床  0 1(3.6)     
病院の種別  
特定機能病院  0 4(14.3) 8.23 0.08*2 
地域医療支援病院  7(28.0) 7(25.0) 
  
それ以外の一般病院  7(28.0) 12(42.9) 
  
精神病院  6(24.0) 4(14.3) 
  




2(8.0) 4(14.3) 8.13 0.86*2 
都道府県・市町村  3(12.0) 2(7.1) 
  
地方独立行政法人  0 1(3.6) 
  






社会保険関係団体  0 1(3.6) 
  
公営法人  3(12.0) 1(3.6) 
  
医療法人  10(40.0) 10(35.7) 
  
私立学校法人  1(4.0) 0 
  
社会福祉法人  2(8.0) 0 
  
それ以外の法人  1(4.0) 2(7.1) 
  
その他  1(4.0) 1(3.6) 
  




ある  10(40.0) 10(35.7) 0.05 0.8 
ない  15(60.0) 13(46.4) 
  
無回答  0 5(17.9)     
注 . 無回答がある項目の検定では、無回答の数を含めず検定を行った。  




に関する研修を受けたことがあるか否かについて、介入群の 14 名 (56.0%)に受講
経験があり、11 名 (44.0%)に受講経験がなく、対照群では 20 名 (71.4%)に受講経
験があり、8 名 (28.6%)に受講経験がなかった。災害による傷病者の受け入れ経験
は、介入群の 4 名 (16.0%)に経験があり、21 名 (84.0%)に経験がなく、対照群の 3
名 (10.7%)に経験があり、25 名 (89.3%)に経験がなかった。被災地への看護師派遣




群の 10 名 (35.7%)に経験があり、18 名 (64.3%)に経験がなかった。災害時に派遣
された看護師の受け入れの経験は、介入群の 1 名 (4.0%)に経験があり、24 名
(96.0%)に経験がなく、対照群の 1 名 (3.6%)に経験があり、27 名 (96.4%)に経験が
なかった。被災経験は、介入群の 4 名 (16.0%)に経験があり、21 名 (84.0%)に経験
がなく、対照群の 4 名 (14.3%)に経験があり、24 名 (85.7%)に経験がなかった。こ
れらに関して、2 群間に統計的有意差は認められなかった。  
 
表  8 研究協力者の災害等に関する経験と検定結果  
    介入群  n=25 対照群  n=28 群間比較  
    平均又は人数 (%) 平均又は人数 (%) χ² p 値  
災害看護研修   ある  14(56.0) 20(71.4) 1.367 0.242 
受講の有無  ない  11(44.0) 8(28.6)     
看護管理職の  ある  4(16.0) 3(10.7) 0.322 0.69*2 
傷病者受け入れ経験  ない  21(84.0) 25(89.3)     
看護管理職の  ある  9(36.0) 10(35.7) 0 0.983 
看護師派遣の経験  ない  16(64.0) 18(64.3)     
看護管理職の  ある  1(4.0) 1(3.6) 0.007 1.000*1 
看護師受け入れの経験  ない  24(96.0) 27(96.4)     
看護管理職の  ある  4(16.0) 4(14.3) 0.03 1.000*1 
被災経験  ない  21(84.0) 24(85.7)     
群間比較 :Chi-squared test  ＊1: Fisher ’s exact test  
 
研究協力者が所属する病院に被災経験があったのは 7 病院で、介入群の 1 病院
(4.0%)、対照群の 6 病院 (21.4%)であった。被災経験がない病院は 41 病院で、介
入群では 24 病院 (96.0%)、対照群では 17 病院 (60.7%)であった。病院の被災経験
において、介入群が 1 病院に対して対照群が 6 病院と多く、2 群間に統計的有意
差が認められた (χ2(1,N=53)=4.69,p<0.05)。傷病者受け入れの経験がある病院は 6
病院であり、介入群では 3 病院 (12.0%)、対照群では 3 病院 (10.7%)であった。傷
病者受け入れ経験がない病院は 41 病院であり、介入群は 21 病院 (84.0%)、対照
群では 20 病院 (71.4%)で、無回答が 1 病院であった。病院の傷病者受け入れ経験
において、2 群間に統計的有意差は認められなかった。災害時に看護師の派遣経
験がある病院が 28 病院、介入群では 14 病院 (56.0%)、対照群では 14 病院 (50.0%)
であり、看護師派遣経験がない病院が 20 病院、介入群では 11 病院 (44.0%)、対
照群は 9 病院 (32.1%)で、無回答が 5 病院であった。病院の災害時の看護師派遣
経験において、2 群間に統計的有意差は認められなかった。災害時に看護師を受
け入れた経験がある病院は 2 病院、介入群では 1 病院 (4.0%)で、対照群では 1 病
院であった。受け入れ経験がない病院が 46 病院であり、介入群では 24 病院





を行っている病院は 44 病院で、介入群では 22 病院 (88.0%)であり、対照群では
22 病院 (78.6%)であった。防災訓練を行っていない病院は 4 病院あり、介入群が





表  9 研究協力者が所属する病院の災害等に関する経験と検定結果  
    介入群  n=25 対照群  n=28 群間比較  
    平均又は人数 (%) 平均又は人数 (%) χ² p 値  
病院の被災の経験  ある  1(4.0) 6(21.4) 4.69 0.04*2 
 
ない  24(96.0) 17(60.7) 
  
  無回答  0 5(17.9)     
病院の傷病者の  ある  3(12.0) 3(10.7) 2.529 0.352*2 
受け入れ経験  ない  21(84.0) 20(71.4) 
  
 わからない  0 5(17.9) 
  
  無回答  1(4.0) 0     
病院の看護師派遣  ある  14(56.0) 14(50.0) 0.11 0.73 
の経験  ない  11(44.0) 9(32.1) 
  
  無回答  0 5(17.9)     
病院の看護師  ある  1(4.0) 1(3.6) 0.00  1*2 
受け入れ経験  ない  24(96.0) 22(78.6) 
  
 無回答  0 5(17.9) 
  
病院の防災訓練  行っている  22(88.0) 22(78.6) 0.91 0.60*2 
 
行っていない  3(12.0) 1(3.6) 
  
  無回答  0 5(17.9)     
無回答がある項目の検定では、無回答の数を含めず検定を行った。  
群間比較 :Chi-squared test  ＊1: Fisher ’s exact test  
 
C. 質問紙の回答結果について  
本研究の質問紙は問題が 59 問あり、1 回目調査時の正解合計の平均値と群間比
較の検定結果を表 10 に示す。正解合計の平均値は、介入群が 36.68±3.42 で、対









表  10 各群の 1 回目調査時の正解合計の平均値と検定結果  
 









(最低値 /最高値 ) 
標準
偏差  
t 値 /p 値  
質問数  
(59 項目 ) 
25 36.68  (29/41) 3.42 28 35.57 (28/43) 3.57 1.15/0.25 
Unpaired student’s t-test 
 
質問紙には 49問の正誤・多肢選択式問題と 10問の状況設定問題の 2種があり、
それぞれの問題における各群の 1 回目調査時の正解合計の平均値と群間比較の結
果を表 11 と表 12 に示す。正誤・多肢選択式問題における介入群の正解合計の平
均値は 31.40±3.17 で、対照群の正解合計の平均値は 30.53±4.06 であった。状況
設定問題における介入群の正解合計の平均値は 5.28±1.59 で、対照群の正解合計
の平均値は 5.03±1.42 であり、正誤・多肢選択式問題、状況設定問題のいずれに
おいても、2 群間に統計的有意差は認められなかった。  
 
表  11 1 回目調査時の正誤・多肢選択式問題の正解合計の平均値と検定結果  
  介入群  対照群  群間比較  
  n 
平均値  





(最低値 /最高値 ) 
標準
偏差  
t 値 /p 値  
質問数  
(49 項目 ) 
25 31.40 (23/37) 3.17 28 30.53 (23/39) 4.06 0.86/0.39 
Unpaired student’s t-test 
 
表  12 1 回目調査時の状況設定問題の正解合計の平均値と検定結果  
  介入群  対照群  群間比較  
  n 
平均値  





(最低値 /最高値 ) 
標準
偏差  
t 値 /p 値  
質問数  
(10 項目 ) 
25 5.28 (2/8) 1.59 28 5.03 (2/7) 1.42 0.58/0.56 


























D. 本研究における仮説の検証  





答している。質問紙の正解合計の平均値は、1 回目調査時が 36.68±3.42、2 回目
調査時が 42.68±4.60 であった。1 回目調査時と 2 回目調査時の正解合計の平均値
に差があるか否かについて対応のある t 検定を行ったところ、統計的に有意差が
認められた  (t=-6.18, df=24, p=0.00)。この結果と 1 回目、2 回目調査時の正解合
計の平均値から、1 回目調査時より 2 回目調査時の正解合計の平均値が高く、そ
のことは統計的に有意であったと言える (表 14）。  
また、質問紙には正誤・多肢選択式問題と状況設定問題の 2 種の問題があり、
正誤・多肢選択式問題における 1 回目調査時の正解合計の平均値は 31.40±3.17
であり、2 回目調査時は 35.52±4.25 であった。1 回目調査時と 2 回目調査時の正
解合計の平均値に差があるか否かについて対応のある t 検定を行ったところ、1
回目調査時の正解合計の平均値より 2 回目調査時の正解合計の平均値の方が高く、
そのことに統計的有意差が認められた  (t=-4.88, df=24, p=0.00)(表 15)。状況設定
問題における 1 回目調査時の正解合計の平均値は 5.28±1.59 であり、2 回目調査
時は 7.16±1.46 であった。1 回目調査時と 2 回目調査時の正解合計の平均値に差
があるか否かについて対応のある t 検定を行ったところ、2 回目調査時の方が 1
回目調査時より平均値が高く、そのことに統計的有意差が認められた  
(t=-5.47,df=24,p=0.00)(表 16)。  
以上より、介入群の看護管理職は、教育プログラムを受講する前に比べて受講
した後の方が、自然災害時における病院看護管理職の受援力に関する知識をより
多く得ており、状況設定下において知識も用いられており、仮説 1 は検証された。  
 
表  14 介入群における 1 回目、2 回目調査時の正解合計の平均値と検定結果  
  介入群 1 回目  介入群 2 回目  群内比較  
  n 
平均値   





 (最低値 /最高値 ) 
標準
偏差  
t 値 /p 値  
質問数  
(59 項目 ) 
25 36.68 (29/41) 3.42 25 42.68 (35/55) 4.60 -6.18 / 0.00 










表  15 介入群における 1 回目、2 回目調査時の正誤・多肢選択式問題の正解合計
の平均値と検定結果  
  介入群 1 回目  介入群 2 回目  群内比較  
 
n 
平均値   




平均値   
(最低値 /最高値 ) 
標準
偏差  
t 値 /p 値  
質問数  
(49 項目 ) 
25 31.40 (23/37) 3.17 25 35.52 (29/46) 4.25 -4.88 / 0.00 
Paired student’s t-test  
 
表  16 介入群における 1 回目、2 回目調査時の状況設定問題の正解合計の平均値
と検定結果  








平均値   
(最低値 /最高値 ) 
標準
偏差  
t 値 /p 値  
質問数  
(10 項目 ) 
25 5.28 (2/8) 1.59 25 7.16 (4/9) 1.46 -5.47 / 0.00 
Paired student’s t-test  
 
ところで対照群においての正解合計の平均値は、1 回目調査時が 35.57±3.57、
2 回目調査時が 36.17±4.23 であった。1 回目調査時と 2 回目調査時の正解合計の
平均値に差があるか否かについて対応のある t 検定を行ったところ、1 回目調査
時より 2 回目調査時の方が平均値は上がっているが、その差に統計的有意差は認
められなかった  (t=0.913, df=27, p=0.37)(表 17)。また正誤・多肢選択式問題に
おける正解合計の 1 回目調査時の平均値は 30.53 ±4.06 であり、2 回目調査時は
30.46 ±3.53 であり、対応のある t 検定を行ったところ、有意差は認められなかっ
た  (t=0.11, df=27, p=0.91)(表 18)。状況設定問題における 1 回目調査時の正解合
計の平均値は 5.03±1.42 であり、2 回目調査時は 5.71±1.35 であり、対応のある t
検定を行ったところ、2 回目調査時の平均値が上がっているが、その差に統計的
有意差は認められなかった  (t=-1.62, df=27, p=0.11)(表 19)。  
 
表  17 対照群における 1 回目、2 回目調査時の正解合計の平均値と検定結果  
  対照群 1 回目  対照群 2 回目  群内比較  
  n 
平均値   





 (最低値 /最高値 ) 
標準
偏差  
t 値 /p 値  
質問数  
(59 項目 ) 
28 35.57 (28/43) 3.57 28 36.17 (26/46) 4.23 0.91 / 0.37 






表  18 対照群における 1 回目、2 回目調査時の正誤・多肢選択式問題の正解合計
の平均値と検定結果  
  対照群 1 回目  対照群 2 回目  群内比較  
 
n 
平均値   




平均値   
(最低値 /最高値 ) 
標準
偏差  
t 値 /p 値  
質問数  
(49 項目 ) 
28 30.53 (23/39) 4.06 28 30.46 (22/39) 4.38 0.11 / 0.91 
Paired student’s t-test  
 
表  19 対照群における 1 回目、2 回目調査時の状況設定問題の正解合計の平均値
と検定結果  









 (最低値 /最高値 ) 
標準
偏差  
t 値 /p 値  
質問数  
(10 項目 ) 
28 5.03 (2/7) 1.42 28 5.71 (3/8) 1.35 1.62 / 0.11 
Paired student’s t-test  
 




仮説 2 を検証するために、介入群、対照群の 1 回目調査時と 2 回目調査時の正
解合計の差について対応のない t 検定を行った。介入群の 1 回目調査時と 2 回目
調査時の正解合計の差の平均値は 6.00±4.84 であり、対照群の 1 回目調査時と 2
回目調査時の正解合計の差の平均値は  0.60±3.52 であり、対照群より介入群の方
が、1 回目調査時と 2 回目調査時の正解合計の差の平均値が高く、そのことは統
計的に有意差が認められた  (t=4.66, df=51, p=0.00)(表 20)。  
加えて本研究でのサンプリングは無作為化で行っているが、交絡因子の影響を






また正誤・多肢選択式問題の 1 回目調査時と 2 回目調査時における介入群の正
解合計の差の平均値は 4.12±4.21で、対照群の正解合計の差の平均値は -0.07±3.29
であり、対応のない t 検定を行ったところ、介入群の方が対照群より平均値が高




設定問題の 1 回目調査時と 2 回目調査時における介入群の正解合計の差の平均値
は 1.88±1.71 で、対照群の正解合計の差の平均値は 0.67±2.21 であり、対応のな
い t 検定を行ったところ、介入群の方が対照群より平均値が高く、そのことに統
計的有意差が認められた (t=2.19, df=51, p=0.03)(表 22)。  
以上より、教育プログラムを受講した看護管理職は、受講しなかった看護管理
職に比べて、自然災害時における病院看護管理職の受援力に関する知識をより多
く得ており、状況設定下においても知識を用いており、仮説 2 は検証された。  
 
表  20 各群における 1 回目、2 回目調査時の正解合計の差の平均値と検定結果  
  介入群  対照群  群間比較  
  n 
平均値  





(最低値 /最高値 ) 
標準
偏差  
t 値 /p 値  
質問数  
(59 項目 ) 
25 6.00 (-1/20) 4.84 28 0.60 (-5/11) 3.52 4.66 / 0.00 
Unpaired student’s t-test 
 
表  21 各群における 1 回目、2 回目調査時の正誤・多肢選択式問題の正解合計の
差の平均値と検定結果  
  介入群  対照群  群間比較  
  n 平均値  標準偏差  n 平均値  標準偏差  t 値 /p 値  
質問数  
(49 項目 ) 
25 4.12 4.21 28 -0.07 3.29 4.05 / 0.00 
Unpaired student’s t-test 
 
表  22 各群における 1 回目、2 回目調査時の状況設定問題の正解合計の差の平均
値と検定結果  
  介入群  対照群  群間比較  
  n 平均値  標準偏差  n 平均値  標準偏差  t 値 /p 値  
質問数  
(10 項目 ) 
25 1.88 1.71 28 0.67 2.21 2.19 / 0.03 
Unpaired student’s t-test 
 










回目調査時の回答結果を用いて符号検定を行った。その結果 59 問中 4 問で、介
入後の正解者数の増加において統計的有意差が認められた。以下に、有意差の認
められた問題の詳細を示す。Ⅰ -16) 「災害時の査定の原則」においては 1 回目調
査時不正解で 2 回目調査時に正解した者が 7 名 (p=0.01)であり、これは教育目標
である「災害時に、外部の看護師が必要とわかるための知識とその判断方法」に
関する知識を問う問題であった。Ⅰ -33)「支援要請時に起こる心理 (一段低い位置






回目調査時に正解した者が 14 名 (p=0.01)であった。Ⅲ -53) 「外部の看護師を要








においては 1 回目調査時正解で 2 回目調査時に不正解だった者が 7 名 (p=0.01)で
あり、Ⅰ -31)「DMAT の要請」においては 1 回目調査時正解で 2 回目調査時に不
正解だった者が 9 名 (p=0.02)であった。正解者数が増えていた問題は、Ⅰ -33)「支
援要請時に起こる心理 (一段低い位置に置かれた気持ち )」において 1 回目調査時
不正解で 2 回目調査時に正解した者が 10 名 (p=0.03)であった。  
2. 2 回目調査時に介入群と対照群で正解者数に統計的有意差が認められた問題  
2 回目調査時の各問題において介入群と対照群の正解者数を χ 二乗検定した結
果、統計的に有意差が認められたのは 12 問であり、いずれも介入群の正解者数
























3. 介入群において、2 回目調査時に正解者数より不正解者数が多かった問題  








の活用を問う問題だった。Ⅰ -21)「災害支援ナースの派遣要請先」、Ⅰ - 27)「系列
病院への看護師派遣要請時に自己完結の準備で来て欲しいことを伝える」、Ⅰ -31)











4. 介入の有無に関係なく、研究協力者の多くが正解した問題  
1 回目調査時に介入群の 80%以上が正解し、対照群において 1 回目、2 回目調
査時とも正解している人の割合が対照群全体の 80%以上である問題は 13 問あっ
た。これらは介入の有無に関係なく研究協力者の多くが正解した問題として、ど
のような問題があったかを示す。Ⅰ -3)「災害時の状況がわかる (患者の増加 )」、Ⅰ
-4)「災害時の状況がわかる (業務の増加 )」、Ⅰ -10)「医療機能維持のために看護管








安 )」、Ⅰ -35)「組織的な派遣」、Ⅲ -56)「災害支援ナースの派遣を依頼する連絡先」
は、「災害時に外部の看護師の派遣を要請する手段と要請先、要請時に伝える内容」
に関する知識を問う問題で、外部の看護師の組織的な派遣、支援要請時に起こる









F. 介入群の e-learning への取り組み状況について  
図 16 は、全介入期間中 (4 月 17 日～9 月 14 日 )に介入群が e-learning にログイ
ンした時間帯とその時間帯にログインした回数をグラフにしたものである。介入
群がログインした時間帯は、17 時台が最も多く 23 回、次に多いのが 16 時台で
22 回だった。全介入期間中に介入群が e-learning にログインした曜日とその曜
日のログイン回数を示したのが図 17 である。ログインした回数の多かった曜日


































































































図  17 全介入期間中に介入群がログインした曜日と各曜日のログイン回数  
 
研究協力者の閲覧状況は LMS に記録されており、閲覧したページの日時が ID
毎に示されるようになっている。ちなみに閲覧は途中で中断した場合、再度ログ
インし、中断した箇所から閲覧できるようなシステムになっている。本研究の研
究協力者の受講の仕方は、1 度のログインで 4 章分の講義を通して受講していた
者、章毎に何日かに分けて受講していた者、章途中で閲覧を中断し、中断したペ
ージから閲覧を開始して受講していた者、などであった。25 名中 12 名が 1 度の
ログインで 4 章分の講義を通して受講しており、章毎に分けて見た者が 5 名、残
り 8 名が中断と再開を繰り返しながら受講していた。演習の受講に関しては、1
度のログインで 2 章分の演習を通して受講していた者、中断と再開を繰り返して
受講していた者、演習 1 は中断と再開を繰り返してみていたが、演習 2 は 1 度で
受講していた者、などがいた。1 度のログインで 2 章分の演習を通して受講して
いた者が 25 名中 10 名であり、演習 1 は中断と再開を繰り返し、演習 2 は 1 度で
受講していた者が 10 名、残り 5 名が中断と再開を繰り返しながら受講していた。  
受講時間について、講義は 1 章を 15-20 分で受講できるような構成とし、演習
は 1 章 20 分で受講できるように構成していた。1 度のログインで 4 章分の講義を
通して受講した者、1 度のログインで 2 章分の演習を通して受講していた者、章
毎に何日かに分けて受講した者は、1 章分の受講にかかる時間が明確であるため、
それらの者のみの受講時間を抜粋し、平均時間と最低値、最高値を算出した。講
義においては、第 2 章は平均 9.15 分で受講しており、受講時間の最も短い者が
最低値 4 分、受講時間の最も長い者が最高値 20 分であった。第 3 章は平均 9.62
分、最低値 4 分、最高値 16 分であった。第 4 章は平均 9.53 分、最低値 3 分、最
高値 19 分であった。第 5 章は平均 7.1 分であり、最低値 2 分、最高値 19 分であ
った。演習においては、第 1 章は平均 13.66 分で、最低値 8 分、最高値 21 分で

















表  23 講義の各章毎の受講時間の平均と最低値、最高値  
  第 2 章  第 3 章  第 4 章  第 5 章  
平均時間 (分 ) 9.15±4.00 9.62±9.62 9.53±4.29 7.1±4.50 
最低値  4 4 3 2 
最高値  20 16 19 19 
 
表  24 演習の各章毎の受講時間の平均と最低値、最高値  
  第 1 章  第 2 章  
平均時間 (分 ) 13.66±3.84 6.85±2.41 
最低値  8 3 






















1. 受援に関する教育プログラムの先駆例を示した  
仮説 1、仮説 2 の検証により、介入群における群内比較においても対照群との
群間比較においても、介入後の介入群の正解合計が増えており、そのことに統計
的有意差が示された (群内比較 p=0.00,群間比較 p=0.00)。加えて正誤・多肢選択
問題と状況設定問題に分けて解析しても、介入後の介入群の正解合計が増えてお














2. 教育プログラムで得た知識とその知識の活用  






















































3. 災害看護の教育方法への示唆  
















b. e-learning により多数の看護管理者に災害看護教育ができる可能性  
本研究の脱落率は約 30%であり、院内医療職員を対象に e-learning 教育を行っ
た川﨑ら (2012)の研究と同様の結果であり、本研究の脱落率は高いものではない
と考える。看護職に対する e-learning に関する意識調査 (e ラーニング戦略研究




均年齢は 52.92±5.68 歳であり、前述の総務省の通信利用動向では 40-49 歳の人
の 96.7%、50-59 歳の人の 93%がインターネットを利用しており、研究協力者の
同年代の 90%以上の人がインターネットを利用していることになる。さらに、「生
活者の e-ラーニング利用状況実態調査」(日本イーラーニングコンソシアム ,2017)
によると、会社における研修での「e ラーニング」の利用状況は 40 歳～49 歳の
























育てる手法として e-learning は有効な手法であることが示された。  
 




































C. 本研究の課題  




















































目の中で 1 番高い項目であったことからもわかる。本研究で脱落した 12 名にお
いても、9 名は受講途中で脱落していた。これら 9 名の脱落に対して受講促進メ
ールを適宜送付することにより、受講の継続を支援できたのではないかと考える。


































まで e-learning を受講できた可能性がある。e-learning における弱点の一つに受
講を継続することがあるため、受講状況を見ながら、適時受講促進メールを送る









ことであったと考える。しかし、実際の受講時間は 1 章分の講義を約 10 分、2
つある演習を合わせて約 20 分と想定より短い時間で受講されていたことから、
演習の数を増やせる可能性があると考える。このため今後、教育プログラムを web
上で公開する際は、1 演習 10 分程度の演習をいくつか掲載することにより、多様
な状況設定下の演習を受けることができるよう検討する。  
 

































1. 受援に関する教育プログラムの先駆例を提示できた  
本教育プログラムを受講した介入群で 2 回目調査時の正解合計数が統計的有意
に増えており (t=-6.18, df=24, p=0.00)、状況設定問題だけで解析をしても統計的
有意に正解合計数が増えていた (t=5.47,df=24,p=0.00)。教育プログラムを受講し
た介入群は対照群に比べて、2 回目調査時の正解合計数が統計的有意に増えてお
り (t=4.66, df=51, p=0.00)、状況設定問題だけで解析しても、統計的有意に正解
































る e-learning に関する意識調査 (e ラーニング戦略研究所 ,2015)で看護職が e ラー
ニングの受講を希望していることから、e-learning によって多数の災害に強い看
護管理者が教育できる可能性が示された。  































































































 なお本研究の一部は、科学研究費の助成を受けて行いました。  
 
2017 年 12 月 25 日  
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２）講義を受けて頂く方には、約 15 分～20 分の 4 コマの講義を 2 週間の間に、その後 20 分 2 回の演習





































平成 31 年 3 月末に再現できない形（シュレッダー、もしくは溶解処分等にて）で破棄いたします。 
９）講義を受けて頂く方には、ユーザ ID とパスワード、教育プログラムの掲載された web アドレスを
e-learning システム運営会社の担当者から、お伝え頂いた email アドレスにメールが送付されます。 
講義を受けていただかない方には、研究者からお伝え頂いた emailアドレスにメールが送付されます。
また、研究終了後には講義を受けるためのユーザＩＤ等が e-learning システム運営会社の担当者から、
お伝え頂いた email アドレスにメールが送付されます。 










されて取り扱われます。web 上のシステムに記録されるデータは、ユーザ ID で記録され、データは個人
情報と切り離されて取り扱われます。web システムに記録されるデータは、セキュリティが堅牢である

















後、同封しております質問紙にご回答をお願いします。そして、同封の封筒にて同意書 ( 研究者用 ) 1
枚と連絡先記載用紙、質問紙の合計 3 種の書類を 月 日までに返送頂きますよう、よろしくお願い致
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    説明者 署名                         
 







  研究者：黒瀧 安紀子 
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平成    年   月   日 
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    説明者 署名                         
 
        所属先    兵庫県立大学大学院看護学研究科博士課程    
 
 







連絡担当係 Email: ●●●@●●● 
 
 
  研究者：黒瀧 安紀子 
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資料 4 連絡先記載用紙 
 





１．E-メールアドレス：(                                                    ) 
 
メールアドレスは、はっきりと記載をお願い致します。 
アンダーバー “ _ ” とハイフン “ - ”、数字の“ 0 ”とアルファベットの“ O ”、数字の“ 2 ”
















































































































































































































































































































































































































































































資料 10 介入群への講義受講依頼メール 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県立









 1．コース情報  
━━━━━━┛ 
 ■コース名  自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める 
■受講期間 2017 年●月●日 ～ 2017 年●月●日 
 本メールが届いて 2 週間以内に講義の受講をして頂きますよう、ご協力のほどよろしくお願
い致します。 
  
2．ユーザ ID とパスワード   
━━━━━━━━━━━┛ 










































このため、移動中に web アドレスにアクセスすることはお勧め致しません。 
２）Wi-Fi（無線でインターネットを使える方式）を通じて web アドレスにアクセスして頂くと通信
料金は無料となりますが、公共の無料 Wi-Fi を使用した場合、パソコンへ不正にアクセスされ
















  http://www. ●●●●●●co.jp 
▼よくお寄せいただくご質問はこちらでご確認いただけます。 
  http://www. ●●●●●●co.jp 
▼『よくあるご質問』に記載のない問題やご質問は E メールにて下記までお問い合わせくださ
い。 
ラーニングセンター mailto: email: ●●●@●●● 























資料 11 対照群へのメール 
 
自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める教育プログラムの効果検証の研究





















連絡先 〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 
電話：●●●-●●●-●●●    E-mail：●●●@●●●
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資料 13 介入群へ講義受講依頼の再送メール 
 
【講義受講のお願い】自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める教育プログラ











あなた様の ID： KCXuser0●● 
あなた様のパスワード： KCXuser0●● 
Web ページ：https://●●● 













ラーニングセンター mailto: ●●●@●●●.co.jp 





















資料 14 介入群へ演習受講依頼メール文 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県














■コース名  自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める 演習 




2．ユーザ IDとパスワード   
━━━━━━━━━━━┛ 




































































  http://www.●●● 
▼よくお寄せいただくご質問はこちらでご確認いただけます。 
  http://www.●●● 
▼『よくあるご質問』に記載のない問題やご質問は Eメールにて下記までお問い合わせ
ください。 
  ラーニングセンター mailto:●●●@●●●.co.jp 



























資料 15 介入群へ演習受講依頼の再送メール文 
【演習受講のお願い】自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める教育プログラ











あなた様の ID： KCXuser0●● 
あなた様のパスワード： KCXuser0●● 
Web ページ：https://●●●  













ラーニングセンター mailto: ●●●@●●●.co.jp 














































資料 17 介入群へ質問紙回答を依頼するメール文 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県














■コース名  自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める 質問紙 




2．ユーザ IDとパスワード   
━━━━━━━━━━━┛ 






























































  http://www.●●● 
▼よくお寄せいただくご質問はこちらでご確認いただけます。 
  http://www.●●● 
▼『よくあるご質問』に記載のない問題やご質問は Eメールにて下記までお問い合わせ
ください。 
  ラーニングセンター mailto:●●●@●●●.co.jp 
  
















































































資料 19 介入群へ質問紙回答の依頼を再送するメール 
 
【質問紙回答のお願い】「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研














■コース名  自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める 質問紙 
■受講期間 2017 年●月●日 ～ 2017年●月●日 
 質問紙に回答して頂きますよう、ご協力のほどよろしくお願い致します。 
  
ユーザ IDとパスワード   
━━━━━━━━━━━┛ 

































資料 20 対照群へ質問紙回答を依頼するメール文 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県






























































          連絡先：〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 





資料 22 属性を問う質問紙 











１）女性  ２）男性  
２．年齢 
（    ）歳 
３．看護管理職としての役職名は何ですか？あてはまる番号に○をつけて下さい。 
 １）看護部長 ２）総看護師長 ３）副看護部長 ４）副総看護師長  
４．看護管理職としての経験年数は何年ですか？（ ）内に年数を記載して下さい。 
（    ）年 
５．災害看護に関する研修を受けたことがありますか？あてはまる番号に○をつけて下さ
い。 
 １）ある   ２）ない   ３）わからない 
６．あなたは、災害による傷病者の受け入れ経験がありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わらかない 
７．あなたは、被災地への看護師派遣の経験がありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わからない 
８．あなたは災害時に派遣された看護師の受け入れを経験したことがありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わからない 
９．あなたは被災の経験がありますか？ 











（     ） 
２．貴病院の種別について、あてはまる番号に○をつけて下さい。 
１）特定機能病院 ２）地域医療支援病院 ３）１）、２）以外の一般病院  
４）精神病院 ５）結核病院 ６）その他（                ） 
３．貴病院の設置主体について、あてはまる番号に○をつけて下さい。 
 １）国（厚生労働省） ２）独立行政法人国立病院機構 ３）国立大学法人 ４）国（そ
の他） ５）都道府県・市町村 ６）地方独立行政法人 ７）日本赤十字社 ８）５）
から７）以外の公的医療機関 ９）社会保険関係団体 １０）公益法人 １１）医療法
人 １２）私立学校法人 １３）社会福祉法人  
１４）１０）～１３）以外の法人 １５）個人 １６）その他（      ） 
 
４．救急指定病院または救命救急センターがありますか？ 
 １）はい  ２）いいえ 
５．貴病院では被災の経験がありますか？ 
 １）ある  ２）ない ３）わからない 
６．貴病院では災害による傷病者の受け入れ経験がありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わらかない 
７．貴病院では被災地への看護師派遣の経験がありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わからない 
８．貴病院では災害時に派遣された看護師の受け入れを経験したことがありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わからない 
９．）貴病院では防災訓練等を行っていますか？ 








                          連絡先 〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 





資料 23 対照群へ 2 回目の質問紙回答を依頼する再送メール 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県立大学









返送までに約 3 日間と短い中ではありますが、どうぞ、よろしくお願い致します。 






























































資料 25  対照群へ e-learning を知らせるメール文 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県立












 1．コース情報  
━━━━━━┛ 
■コース名  自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める  
         自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める 演習 
■受講期間 2017 年●月●日 ～ 2017 年●月●日 
  
2．ユーザ ID とパスワード   
━━━━━━━━━━━┛ 








































このため、移動中に web アドレスにアクセスすることはお勧め致しません。 
２）Wi-Fi（無線でインターネットを使える方式）を通じて web アドレスにアクセスして頂くと通信
料金は無料となりますが、公共の無料 Wi-Fi を使用した場合、パソコンへ不正にアクセスされ
















  http://www.●●●● 
▼よくお寄せいただくご質問はこちらでご確認いただけます。 
  http://www.●●●● 
▼『よくあるご質問』に記載のない問題やご質問は E メールにて下記までお問い合わせくださ
い。 
  ラーニングセンター mailto:●●●@●●●co.jp 






株式会社●●●  ●●●@●●●co.jp  
▼研究に関するご質問がございましたら、下記にご連絡頂きますよう、よろしくお願い致しま
す。 
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資料 12 アルバイトが研究者に送付する対照群メールアドレス一覧 ............................. xliv 
資料 13 介入群へ講義受講依頼の再送メール ....................................................................xlv 
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資料 15 介入群へ演習受講依頼の再送メール文 .................................................................. li 
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資料 19 介入群へ質問紙回答の依頼を再送するメール .....................................................lxx 
資料 20 対照群へ質問紙回答を依頼するメール文 ......................................................... lxxii 
資料 21 対照群への質問紙依頼の手紙 ........................................................................... lxxiii 
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資料 23 対照群へ 2 回目の質問紙回答を依頼する再送メール ...................................... lxxvi 
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２）講義を受けて頂く方には、約 15 分～20 分の 4 コマの講義を 2 週間の間に、その後 20 分 2 回の演習





































平成 31 年 3 月末に再現できない形（シュレッダー、もしくは溶解処分等にて）で破棄いたします。 
９）講義を受けて頂く方には、ユーザ ID とパスワード、教育プログラムの掲載された web アドレスを
e-learning システム運営会社の担当者から、お伝え頂いた email アドレスにメールが送付されます。 
講義を受けていただかない方には、研究者からお伝え頂いた emailアドレスにメールが送付されます。
また、研究終了後には講義を受けるためのユーザＩＤ等が e-learning システム運営会社の担当者から、
お伝え頂いた email アドレスにメールが送付されます。 










されて取り扱われます。web 上のシステムに記録されるデータは、ユーザ ID で記録され、データは個人
情報と切り離されて取り扱われます。web システムに記録されるデータは、セキュリティが堅牢である

















後、同封しております質問紙にご回答をお願いします。そして、同封の封筒にて同意書 ( 研究者用 ) 1
枚と連絡先記載用紙、質問紙の合計 3 種の書類を 月 日までに返送頂きますよう、よろしくお願い致









                      連絡先：〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 
                  電話：●●●●● E-mail：●●●＠●●● 
                
   研究指導者：山本あい子（兵庫県立大学地域ケア開発研究所） 
             連絡先：〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 
                電話：●●●●● E-mail：●●●＠●●●
xxvii 
 












平成    年   月   日 
 
 
研究協力者 署名                                          
 
     
    説明者 署名                         
 







  研究者：黒瀧 安紀子 
（兵庫県立大学大学院看護学研究科博士後期課程） 
                          連絡先：〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 
                      電話：●●●●● E-mail：●●●＠●●● 
                
研究指導者：山本あい子（兵庫県立大学地域ケア開発研究所） 
                連絡先：〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 











平成    年   月   日 
 
研究協力者 署名                                          
 
    説明者 署名                         
 
        所属先    兵庫県立大学大学院看護学研究科博士課程    
 
 







連絡担当係 Email: ●●●@●●● 
 
 
  研究者：黒瀧 安紀子 
（兵庫県立大学大学院看護学研究科博士後期課程） 
                          連絡先：〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 
                      電話：●●●●● E-mail：●●●＠●●● 
                
研究指導者：山本あい子（兵庫県立大学地域ケア開発研究所） 
                連絡先：〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 
               電話：●●●●● E-mail：●●●＠●●●  
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資料 4 連絡先記載用紙 
 





１．E-メールアドレス：(                                                    ) 
 
メールアドレスは、はっきりと記載をお願い致します。 
アンダーバー “ _ ” とハイフン “ - ”、数字の“ 0 ”とアルファベットの“ O ”、数字の“ 2 ”
















































































































































































































































































































































































































































































資料 10 介入群への講義受講依頼メール 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県立









 1．コース情報  
━━━━━━┛ 
 ■コース名  自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める 
■受講期間 2017 年●月●日 ～ 2017 年●月●日 
 本メールが届いて 2 週間以内に講義の受講をして頂きますよう、ご協力のほどよろしくお願
い致します。 
  
2．ユーザ ID とパスワード   
━━━━━━━━━━━┛ 










































このため、移動中に web アドレスにアクセスすることはお勧め致しません。 
２）Wi-Fi（無線でインターネットを使える方式）を通じて web アドレスにアクセスして頂くと通信
料金は無料となりますが、公共の無料 Wi-Fi を使用した場合、パソコンへ不正にアクセスされ
















  http://www. ●●●●●●co.jp 
▼よくお寄せいただくご質問はこちらでご確認いただけます。 
  http://www. ●●●●●●co.jp 
▼『よくあるご質問』に記載のない問題やご質問は E メールにて下記までお問い合わせくださ
い。 
ラーニングセンター mailto: email: ●●●@●●● 























資料 11 対照群へのメール 
 
自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める教育プログラムの効果検証の研究





















連絡先 〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 
電話：●●●-●●●-●●●    E-mail：●●●@●●●
xliv 
 







資料 13 介入群へ講義受講依頼の再送メール 
 
【講義受講のお願い】自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める教育プログラ











あなた様の ID： KCXuser0●● 
あなた様のパスワード： KCXuser0●● 
Web ページ：https://●●● 













ラーニングセンター mailto: ●●●@●●●.co.jp 





















資料 14 介入群へ演習受講依頼メール文 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県














■コース名  自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める 演習 




2．ユーザ IDとパスワード   
━━━━━━━━━━━┛ 




































































  http://www.●●● 
▼よくお寄せいただくご質問はこちらでご確認いただけます。 
  http://www.●●● 
▼『よくあるご質問』に記載のない問題やご質問は Eメールにて下記までお問い合わせ
ください。 
  ラーニングセンター mailto:●●●@●●●.co.jp 



























資料 15 介入群へ演習受講依頼の再送メール文 
【演習受講のお願い】自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める教育プログラ











あなた様の ID： KCXuser0●● 
あなた様のパスワード： KCXuser0●● 
Web ページ：https://●●●  













ラーニングセンター mailto: ●●●@●●●.co.jp 














































資料 17 介入群へ質問紙回答を依頼するメール文 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県














■コース名  自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める 質問紙 




2．ユーザ IDとパスワード   
━━━━━━━━━━━┛ 






























































  http://www.●●● 
▼よくお寄せいただくご質問はこちらでご確認いただけます。 
  http://www.●●● 
▼『よくあるご質問』に記載のない問題やご質問は Eメールにて下記までお問い合わせ
ください。 
  ラーニングセンター mailto:●●●@●●●.co.jp 
  
















































































資料 19 介入群へ質問紙回答の依頼を再送するメール 
 
【質問紙回答のお願い】「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研














■コース名  自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める 質問紙 
■受講期間 2017 年●月●日 ～ 2017年●月●日 
 質問紙に回答して頂きますよう、ご協力のほどよろしくお願い致します。 
  
ユーザ IDとパスワード   
━━━━━━━━━━━┛ 

































資料 20 対照群へ質問紙回答を依頼するメール文 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県






























































          連絡先：〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 





資料 22 属性を問う質問紙 











１）女性  ２）男性  
２．年齢 
（    ）歳 
３．看護管理職としての役職名は何ですか？あてはまる番号に○をつけて下さい。 
 １）看護部長 ２）総看護師長 ３）副看護部長 ４）副総看護師長  
４．看護管理職としての経験年数は何年ですか？（ ）内に年数を記載して下さい。 
（    ）年 
５．災害看護に関する研修を受けたことがありますか？あてはまる番号に○をつけて下さ
い。 
 １）ある   ２）ない   ３）わからない 
６．あなたは、災害による傷病者の受け入れ経験がありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わらかない 
７．あなたは、被災地への看護師派遣の経験がありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わからない 
８．あなたは災害時に派遣された看護師の受け入れを経験したことがありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わからない 
９．あなたは被災の経験がありますか？ 











（     ） 
２．貴病院の種別について、あてはまる番号に○をつけて下さい。 
１）特定機能病院 ２）地域医療支援病院 ３）１）、２）以外の一般病院  
４）精神病院 ５）結核病院 ６）その他（                ） 
３．貴病院の設置主体について、あてはまる番号に○をつけて下さい。 
 １）国（厚生労働省） ２）独立行政法人国立病院機構 ３）国立大学法人 ４）国（そ
の他） ５）都道府県・市町村 ６）地方独立行政法人 ７）日本赤十字社 ８）５）
から７）以外の公的医療機関 ９）社会保険関係団体 １０）公益法人 １１）医療法
人 １２）私立学校法人 １３）社会福祉法人  
１４）１０）～１３）以外の法人 １５）個人 １６）その他（      ） 
 
４．救急指定病院または救命救急センターがありますか？ 
 １）はい  ２）いいえ 
５．貴病院では被災の経験がありますか？ 
 １）ある  ２）ない ３）わからない 
６．貴病院では災害による傷病者の受け入れ経験がありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わらかない 
７．貴病院では被災地への看護師派遣の経験がありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わからない 
８．貴病院では災害時に派遣された看護師の受け入れを経験したことがありますか？ 
 １）ある ２）ない ３）わからない 
９．）貴病院では防災訓練等を行っていますか？ 








                          連絡先 〒673-8588 兵庫県明石市北王子町 13-71 





資料 23 対照群へ 2 回目の質問紙回答を依頼する再送メール 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県立大学









返送までに約 3 日間と短い中ではありますが、どうぞ、よろしくお願い致します。 






























































資料 25  対照群へ e-learning を知らせるメール文 
 
「自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める」の研究協力に関して 兵庫県立












 1．コース情報  
━━━━━━┛ 
■コース名  自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める  
         自然災害時における病院看護管理者の受援力を高める 演習 
■受講期間 2017 年●月●日 ～ 2017 年●月●日 
  
2．ユーザ ID とパスワード   
━━━━━━━━━━━┛ 








































このため、移動中に web アドレスにアクセスすることはお勧め致しません。 
２）Wi-Fi（無線でインターネットを使える方式）を通じて web アドレスにアクセスして頂くと通信
料金は無料となりますが、公共の無料 Wi-Fi を使用した場合、パソコンへ不正にアクセスされ
















  http://www.●●●● 
▼よくお寄せいただくご質問はこちらでご確認いただけます。 
  http://www.●●●● 
▼『よくあるご質問』に記載のない問題やご質問は E メールにて下記までお問い合わせくださ
い。 
  ラーニングセンター mailto:●●●@●●●co.jp 






株式会社●●●  ●●●@●●●co.jp  
▼研究に関するご質問がございましたら、下記にご連絡頂きますよう、よろしくお願い致しま
す。 
研究者 ： 黒瀧 安紀子 
兵庫県立大学大学院看護学研究科博士課程 
電話：●●●-●●●-●●● 
email: ●●●@●●●co.jp 
  
■□■=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=■□■ 
株式会社●●●● http://www.●●●● 
■□■=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=-=■□■ 
本メールにお心当たりのない方が受信された場合には、誠に申し訳ございませんが送信者ま
でお知らせいただき、受信したメールは削除いただきますようお願い申し上げます。 
なお、受講の必要性の有無については、弊社ではわかりかねますので、研究者まで直接お
問い合わせください。
 
 
 
